
ルーム コンシェルジュ®サービス利用規約 

 

この規約（以下「本規約」といいます。）は、TVS  REGZA 株式会社（以下「当社」といい

ます。）が提供するクラウド型ホテルインフォメーションシステム「ルーム コンシェルジュ

®サービス」（以下「本サービス」といいます。）の利用に関する条件を、本サービスを利用

するすべての契約者（第 4 条に規定します。）と当社との間で定めるものです。契約者は、

本サービスを利用する前に、本規約をよくお読みください。     

           

第 1 条（本規約への同意）        

1.       契約者は、本規約に従って本サービスを利用するものとし、本規約に同意しない限り

本サービスを利用することはできません。本サービスに関して当社と契約者との間で別途

合意した契約書、規約、覚書等（以下、総称して「個別規約」といいます。）が存在する場

合も当該個別規約に規定する内容は、契約者との間で本規約の一部を構成するものとしま

す。          

       

2.       個別規約において別段の定めのない限り、契約者が代理店（ルーム コンシェルジュ

®パートナー）を通じて当社に対してルーム コンシェルジュ®サービス利用申込書を提出し

た時点で、契約者と当社との間で、本規約の諸規定に従ったソフトウェア利用契約（以下「本

サービス利用契約」といいます。）が成立します。     

           

第２条（本サービス利用契約）        

1.       本サービス利用契約の有効期間は、ルーム コンシェルジュ®サービス利用申込書に明

示する「契約期間」のとおりとし、起点を客室テレビ接続サービス利用開始日とし、課金開

始は接続完了日の翌月とします。契約者から直接当社または代理店（ルーム コンシェルジ

ュ®パートナー）を介して当社まで、あるいは当社から直接契約者または代理店（ルーム コ

ンシェルジュ®パートナー）を介して契約者までのいずれか 3 ヶ月前の月末までに本サービ

ス利用契約を更新しない旨の書面による通知がなされない限り、本サービス利用契約は自

動的に同条件で更新され、以後も同様とします。     

           

2.       契約者は、契約者が契約期間中に途中解約を希望する場合も、契約期間の残存月数に

対するサービス利用料を一括また月次にて支払う義務を負うものとします。  

  

3.       契約者は、当社または代理店（ルーム コンシェルジュ®パートナー）に対し、本サー

ビス利用契約に基づくルーム コンシェルジュ®サービス導入費用及び本サービス利用契約

の有効期間中におけるルーム コンシェルジュ®サービス利用料を、ルーム コンシェルジュ

®サービス利用申込書に明示する「支払い方法」記載のとおり支払います。なお、送金手数



料は契約者の負担とします。       

          

       

4.       契約者は、本サービス利用契約の契約期間であっても、ルーム コンシェルジュ®サー

ビス利用申込書のサービス利用料に定める客室数またはサービス利用テレビ台数の増減を

求めることができます。この場合、契約者は当社に対し、所定のサービス利用申込書（変更）

を提出する必要があります。当社所定の価格テーブルに従い、不足する本サービス利用契約

の有効期間分のルーム コンシェルジュ®サービス利用料を、別途当社または代理店（ルーム 

コンシェルジュ®パートナー）が発行する請求書に従い一括で支払うことにより、増減分の

サービス利用内容を変更ことができます。なお、送金手数料は契約者の負担とします。 

           

5.       契約者及び当社は、本条に定めるルーム コンシェルジュ®サービス利用料は、本サー

ビス利用契約締結時点におけるルーム コンシェルジュ®サービスの機能及びサービスレベ

ルを前提とするものであることを相互に確認するとともに、ルーム コンシェルジュ®サー

ビスに大幅な追加機能開発等が実施された場合には、ルーム コンシェルジュ®サービス利

用料の見直しについて誠実に協議するものとします。    

          

6.       契約者が本サービスに利用するテレビは当社または当社が指定する業者から購入し

た製品のみに限定するものとします。      

           

第 3 条（本規約の改定・変更）        

1.       当社は本約款を適宜、変更することがあります。この場合、当社が提供する本サービ

スの内容、その他の条件は変更された本利用規約の内容に従うものとします。  

  

２．当社は本利用規約を変更する場合は、変更日の 60 日以前にその内容を書面又は E メ

ールにて契約者に通知します。       

       

第 4 条（用語の定義）         

本規約においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。   

           

（1）「契約者」          

当社に本サービスの提供を申し込む法人、機関等      

（2）「契約者ログインアカウント情報」       

契約者が本サービスを利用するためクラウド上のシステムに接続するログイン情報(アカウ

ント ID 及びパスワード)         

（3）「ユーザー」         



契約者が承認し、契約者の施設を利用する者     

          

         

第 5 条（本サービスの機能）        

本サービスは、クラウド型でホテルインフォメーションをテレビのリモコン操作を通じて

提供するシステムです。契約者は、本サービスのかかる特性を踏まえ、自己の判断と責任に

おいて本サービスを利用するものとします。     

         

第 6 条（導入支援等）         

当社は、契約者における本サービスの導入にあたり代理店（ルーム コンシェルジュ®パート

ナー）を通じて、必要な支援（契約者の業務改善に関するヒアリングその他必要な支援）を

行うよう努めるものとし、契約者は、本サービスの業務利用を通じて、本サービスに対する

不満、改善要望、その他利用者の要望を集約し、代理店（ルーム コンシェルジュ®パートナ

ー）を通じて当社に対してフィードバックするよう努めるものとします。  

  

第 7 条（遅延損害金）         

契約者が、本サービスの利用料金等を所定の支払期日が過ぎてもなお支払わない場合、契約

者は、所定の支払期日の翌日から支払い日の前日までの日数に、年 14.6％の利率で計算し

た金額を遅延損害金として支払うものとします。     

         

第 8 条（利用制限）         

1.       本サービスは、契約者自身の業務における利用を目的として提供されるものであり、 

本サービスがユーザーに対して提供するコンテンツを第三者に販売することその他商業目

的で使用することはできません。       

       

2.       契約者は、本サービスの運用機能を、契約者の役員又は従業員に対してのみ使用させ

ることができるものとし、代理店（ルーム コンシェルジュ®パートナー）を除き、その他の

第三者に対して使用させることはできません。     

         

3.      契約者は、ユーザーに対し、本規約に定める第９条の条件を周知するものとします。

周知の方法はホテルインフォメーション画面テンプレートにおいて当社が初期設定した告

知文言を継続・維持使用によるものとします。     

         

4.       当社は、つぎの各号のいずれかに該当する事由が発生した場合、契約者への本サービ

スの提供を制限します。尚、該当事由が是正されたのちは、速やかに本サービスの利用制限

を解除します。          



          

     

(1)   契約者が、本規約に記載した条項で定めた義務に違背した場合     

(2)   契約者のシステム的な誤作動または過剰利用に起因して、本サービスのシステム運営

に重大な障害をもたらす場合、またはそのおそれがある場合      

(3)   本サービスのシステム保守運営上、緊急を要する場合     

          

5.       当社が契約者に提供している本サービス利用を制限する場合には、契約者に対しその

理由および期間等を事前に書面または E メールにて通知します。 ただし、犯罪的行為の

防止あるいは前項第 2 号、第 3 号の場合で緊急を要する場合には、直ちに本サービスの提

供を中止し、事後報告するものとします。       

           

6.       本条にもとづく本サービスの利用制限の結果、契約者に何等かの損害が生じたとして

も、その原因が当社の故意または重大な過失に起因するものでない限り、当社は契約者に対

して損害を賠償する責を負わないものとします。     

           

第 9 条（テレビ機器利用情報の取得）       

当社は、契約者が本サービスを利用するテレビ機器の操作情報（例：チャンネル切替や電源

投入/切断等）、ホテルメニュー操作を含むサービス利用履歴およびサービス関連の設定情

報、機種識別情報、機器識別情報、ソフトウェアバージョン、機器設定情報、HDMI 接続機

器情報等 (以下「利用情報」といいます。) を取得します。利用情報は、本サービスの機能

や今後予定しているサービスの実現・利便性の向上のほか、当社製品・サービスに関する品

質改善、マーケティング調査および分析、開発など当社の事業活動に用いられます。 

   

第 10 条（契約者ログインアカウント情報）      

1.     契約者ログインアカウント情報は、当社が定める方法及び使用条件に基づいて、当社

が付与するものとします。       

       

2.     契約者は、自らの管理責任により、契約者ログインアカウント情報を不正使用されな

いよう管理するものとします。       

       

3.     契約者は、いかなる場合も、契約者ログインアカウント情報を第三者に開示、貸与す

ることはできません。        

      

4.     当社は、契約者ログインアカウント情報の不正利用によって契約者に生じた損害につ

いて責任を負いません。当社は、契約者ログインアカウント情報の認証を行った後に行われ



た本サービスの利用行為については、すべて契約者に帰属するものとみなすことができる

ものとします。         

          

     

第 11 条（監督責任）         

1.     契約者は、ユーザーによる本サービス利用に関して、本規約が遵守されるよう監督す

るものとし、ユーザーの意思表示、通知、その他一切の行為について、契約者としての責任

を負います。 

          

2.     契約者は、ユーザーによる本規約の違反を認識した場合には、当社に対し、速やかに

通知するものとします。        

           

第 12 条（ご利用環境の整備・維持）       

1. 契約者は、自己の費用と責任において、当社が定める条件にてユーザーが利用する設

備を設定し、本サービス利用のための環境を維持するものとします。  

  

2.     契約者は、本サービスを利用するにあたり自己の責任と費用をもって、電気通信事業

者等の電気通信サービスを利用してユーザーが利用する設備をインターネットに接続する

ものとします。         

     

3.     契約者の設備、前項に定めるインターネット接続並びに本サービス利用のための環境

に不具合がある場合、当社はユーザーに対して本サービスの提供義務を負わないものとし

ます。          

           

第 13 条（個人情報の取扱い）        

1.     当社は、個人情報について、当社が別途定めるプライバシーポリシー（以下「プライ

バシーポリシー」といいます。）に則り、適正に取り扱うこととします。  

  

2.     当社は、本サービスで取り扱われるデータに個人情報が含まれていた場合、これを本

サービス提供以外の目的で利用しないものとし、個人情報の保護に関する法律（以下「個人

情報保護法」といいます。）及びプライバシーポリシーに基づいて、紛失・破壊・改竄・漏

洩等の危険から保護するための合理的な安全管理措置を講じ、厳重に管理するものとしま

す。          

    

3.     当社は、本サービスの提供のため必要がなくなった個人情報に関して、一切のコピー

を残すことなく、当社責任の下で速やかに破棄するものとします。   



          

           

第 14 条（禁止行為）         

1.     契約者は、本サービスの利用にあたり、以下の各号のいずれかに該当する行為をして

はなりません。         

     

(1)  当社又は他の契約者その他の第三者の知的財産権、肖像権、プライバシーの権利、名

誉、その他の権利又は利益を侵害する行為（かかる侵害を直接又は間接に惹起する行為を含

みます。）          

(2)  犯罪行為に関連する行為又は公序良俗に反する行為     

(3)  法令又は当社若しくは契約者が所属する業界団体の内部規則に違反する行為  

(4)  他の契約者の利用を妨害する行為又はそのおそれがある行為    

(5)  コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プログラムを含む情報を

送信する行為          

(6)  本サービスを構成するハードウェア又はソフトウェアへの不正アクセス行為、クラッ

キング行為その他設備等に支障を与える等の行為      

(7)  本サービスに関し利用しうる情報を改竄する行為     

(8)  本サービスに関し、リバースエンジニアリング、逆コンパイル又は逆アセンブル等を

実施する行為          

(9)  当社による本サービスの運営を妨害するおそれのある行為    

(10) 他人のログインアカウント情報を使用する行為又はその入手を試みる行為   

(11) 反社会的勢力等へ利益を供与する行為       

(12) その他、当社が不適切と判断する行為       

2.     当社は、本サービスにおける契約者による情報の送信行為が前項各号のいずれかに該

当し、又は該当するおそれがあると当社が判断した場合には、契約者に事前に通知すること

なく、当該情報の全部又は一部を削除することができるものとします。当社は、本項に基づ

き当社が行った措置に起因して契約者に生じた損害について一切の責任を負いません。 

   

第 15 条（規約違反に対する措置等）       

1.     当社は、契約者が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、事前に通知又は

催告することなく、当該契約者について本サービスの利用を一時的に停止し、又は本サービ

ス利用契約を解除することができます。       

(1)  本規約のいずれかの条項に違反した場合      

(2)  債務の全部又は一部の履行が不能である場合又は契約者がその債務の全部又は一部の

履行を拒絶する意思を明確に表示した場合       

(3)  債務の一部の履行が不能である場合又は契約者がその債務の一部の履行を拒絶する意



思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することが

できない場合          

(4)  本規約上、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ本規約の目的を達するこ

とができない場合において、契約者が履行をしないでその時期を経過した場合   

(5)  前各号に掲げる場合のほか、契約者がその債務の履行をせず、契約をした目的を達す

るのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかである場合    

(6)  本サービスの利用にあたり当社に提供した情報又は当社の要請に基づき提供した情報

に虚偽の事実があることが判明した場合       

(7)  当社、他の契約者その他の第三者に損害を生じさせるおそれのある目的又は方法で本

サービスを利用した、又は利用しようとした場合      

(8)  手段の如何を問わず、本サービスの運営を妨害した場合     

(9)  支払停止若しくは支払不能となり、又は破産手続開始、民事再生手続開始若しくはこ

れらに類する手続の開始の申立てがあった場合      

(10) 自ら振出し、若しくは引受けた手形若しくは小切手につき、不渡りの処分を受けた場

合、又は手形交換所の取引停止処分その他これに類する措置を受けた場合   

(11) 差押、仮差押、仮処分、強制執行又は競売の申立てがあった場合    

(12) 租税公課の滞納処分を受けた場合       

(13) 死亡した場合又は後見開始、保佐開始若しくは補助開始の審判を受けた場合  

(14) 当社からの連絡に対して応答がない場合      

2．当社は、本条に基づき当社が行った行為により契約者に生じた損害について一切の責任

を負いません。         

     

第 16 条（損害賠償）         

1.     当社は、本規約に違反することにより契約者に損害を与えた場合、契約者に対しその

損害を賠償します。        

      

2.     契約者は、本規約に違反することにより、又は本サービスの利用に関連して当社に損

害を与えた場合、当社に対しその損害を賠償しなければなりません。   

           

3.     契約者が、本サービスに関連して他の契約者その他の第三者からクレームを受け又は

それらの者との間で紛争を生じた場合には、直ちにその内容を当社に通知するとともに、契

約者の費用と責任において当該クレーム又は紛争を処理し、当社からの要請に基づき、その

経過及び結果を当社に報告するものとします。     

         

4.     契約者による本サービスの利用に関連して、当社が、他の契約者その他の第三者から

権利侵害その他の理由により何らかの請求を受けた場合は、契約者は当該請求に基づき当



社が当該第三者に支払を余儀なくされた金額を賠償しなければなりません。但し、当社の故

意又は過失に起因する場合はこの限りではありません。    

          

5.     第 1 項又は第 2 項の定めにかかわらず、本サービス利用契約の当事者は、相手方に生

じた損害のうち特別な事情から生じた損害（相手方が損害発生につき予見したもの及び予

見すべきであったものを含みます。）については一切の責任を負わないものとします。 

   

6.     第 1 項又は第 2 項の定めにかかわらず、本サービス利用契約の当事者が相手方に生じ

た損害の賠償を行う場合、当社が契約者から受領した本サービス利用料の累積額を上限と

します。         

     

第 17 条（機密保持）         

1.     契約者及び当社は、本サービス導入に関し、相手方から開示された機密情報を第三者

に開示又は漏洩してはなりません。なお、機密情報とは、文書、電磁的データ、口頭その他

形式の如何を問わず、又は秘密の表示若しくは明示又はその範囲の特定の有無にかかわら

ず、本サービス導入に関して開示された相手方の技術上、営業上又は経営上の情報をいいま

す。          

    

2.     次の各号の情報は、機密情報に該当しないものとします。    

(1)  開示を受けた時、既に所有していた情報      

(2)  開示を受けた時、既に公知であった情報又はその後自己の責に帰さない事由により公

知となった情報          

(3)  開示を受けた後に、第三者から合法的に取得した情報     

(4)  開示された機密情報によらず独自に開発し又は創作した情報   

(5)  法令の定め又は裁判所の命令に基づき開示を要請された情報    

 

3.     契約者及び当社は、機密情報を本サービスの提供・改善のため必要のある役職員及び

従業員（雇用契約、委任契約又は業務委託契約等の契約形態を問わず自己の業務に従事する

者をいいます。）、共同研究者、業務委託先、外部アドバイザー等であって機密保持義務を負

う者にのみ開示できるものとし、かつ開示目的以外の目的には使用しないものとします。

    

4.     契約者及び当社は、本サービスの終了、本サービス利用契約の解約その他の事由によ

り本サービス利用契約が終了した場合、相手方の指示に従い機密情報を速やかに返還又は

廃棄します。なお、廃棄にあたっては、機密情報を再利用できない方法をとるものとします。

          

          



    

第 18 条（知的財産権の帰属）        

1.     契約者及び当社は、本サービスを構成する一切の発明、考案、意匠、著作物（当社が

契約者の依頼を受けて契約者のために作成する著作物を含みます。）、商標、商号その他事業

活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他の事業活動に有用な技

術上又は営業上の情報に関する、特許権、実用新案権、意匠権、著作権（著作権法第 27 条

及び第 28 条に規定する権利を含みます。）、商標権を含む一切の権利が当社に帰属すること

を確認します。         

     

2.     契約者は当社に対し、契約者が本サービスにアップロードした情報及び本サービス上

で作成した情報について、ホスト、保存、バックアップのための複製を行うことを許諾する

ものとし、著作者人格権を行使しないものとします。    

          

第 19 条（契約の解約と本サービスの終了）      

1.     契約者は、代理店（ルーム コンシェルジュ®パートナー）を通じて当社に解約の申込

を行うことにより、サービス利用契約を解約し、本サービスの利用を終了することができる

ものとします。契約者は、サービス利用契約を解約するときには、解約を希望する日の ３

か月前までに、書面をもって当社に解約の申込を行うものとします。サービス利用契約は、

契約者から当社に解約の申込が到達し、当社が本サービスの利用権限を削除した時点で終

了するものとします。        

      

2.     サービス終了時のサーバ側の利用権限の削除措置は当社の費用で、テレビ機器側の接

続設定変更は契約者の費用でそれぞれ必要に応じ実施するものとします。  

  

3.     第 1 項に基づきサービス利用契約を解約する場合、契約者は、本サービスの残期間分

の本サービス利用料を当社に対して一括で支払い（月額払いの場合）、当社に対し、本サー

ビス導入費用及び本サービス利用料等一切の費用の返還を求めることはできません（一括

前払いの場合）。         

     

4.     契約者または当社は、相手方が次の各号のいずれかに一つにでも該当したときは、相

手方になんらの通知・催告を要せず直ちにサービス利用契約の全部または一部を解除でき

るものとします。         

(1)   手形または小切手が不渡りとなったとき      

(2)   差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申し立てがあったとき、または、租税滞納

処分を受けたとき         

(3)   破産手続開始、特定調停手続開始、会社更生手続開始もしくは民事再生手続開始、そ



の他これらに類似する倒産手続開始の申し立てがあったとき、または清算に入ったとき 

          

           

(4)   解散または事業の全部もしくは重要な一部を第三者に譲渡しようとしたとき  

(5)   監督省庁から営業の取消・停止処分等を受けたとき、または転廃業しようとしたとき

であって、サービス利用契約を履行できないと合理的に見込まれるとき   

(6)   第 32 条に定める保証、表明に反する事実があったとき、または、確約に反する行為

があったとき          

(7)   サービス利用契約に基づく債務を履行せず、相手方から相当の期間を定めて催告を受

けたにもかかわらず、なおその期間内に履行しないとき    

          

5.     契約者または当社は、前項各号のいずれかに該当したときは、当然に期限の利益を失

い、相手方に対して負担する一切の金銭債務をただちに弁済するものとします。 

   

第 20 条（本サービスの変更・停止等）       

1.      当社は、契約者に事前に通知することなく、本サービスの内容の全部又は一部を変更

又は追加することができるものとします。但し、当該変更又は追加によって、変更又は追加

前の本サービスのすべての機能・性能が維持されることを保証するものではありません。

    

2.      当社は、以下のいずれかに該当する場合には、本サービスの利用の全部又は一部を停

止又は中断することができるものとします。この場合において、当社は契約者に対して、で

きる限り迅速に通知するよう努めるものとします。      

(1)   本サービスに係るコンピューター・システムの点検又は保守作業を定期的又は緊急に

行う場合          

(2)   コンピューター、通信回線等が事故により停止した場合     

(3)   本サービス提供を目的として運用している設備に障害が発生した場合、または、その

設備が毀損した場合、         

(4)   火災、停電、天災地変、戦争、騒乱、暴動、パンデミック等の不可抗力により本サー

ビスの運営ができなくなった場合        

(5)   契約者と当社または契約者と第三者との間で紛争が生じ、当該紛争が解決するまでの

間本サービスを中断することが適当であると当社が判断した場合    

(6)   その他、当社が本サービスの停止又は中断を必要と合理的に判断した場合  

           

3.      当社は、本条により契約者に生じた不利益、損害について責任を負いません。 

          

          



   

第 21 条（保証の制限及び免責）        

1.      当社は、本サービスが、重要な点において、実質的に正常に提供されることを保証し

ます。          

    

2.      契約者は自己の責任において本サービスを利用するものとし、当社は、契約者による

本サービスの利用に起因して契約者に生じたあらゆる損害について一切の責任を負いませ

ん。但し、本サービスに関する契約者と当社との間の契約が消費者契約法に定める消費者契

約となる場合、この免責規定は適用されません。     

          

         

第 22 条（反社会的勢力の排除）        

1.     契約者及び当社は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経

過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊

知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下、あわせて「反社会的勢力」という。）に

該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたって

も該当しないことを確約します。       

       

(1)  反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること   

(2)  反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること  

(3)  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もってする等、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること  

(4)  反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をしていると認

められる関係を有すること        

(5)  役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関

係を有すること         

           

2.     契約者及び当社は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれにも該当する行為を

行わないことを確約します。        

(1)  暴力的な要求行為         

(2)  法的な責任を超えた不当な要求行為       

(3)  取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為    

(4)  風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業

務を妨害する行為         

(5)  その他前各号に準ずる行為       

          



       

3.     契約者又は当社が、反社会的勢力若しくは第 1 項各号のいずれかに該当し、若しくは

前項各号のいずれかに該当する行為をし、又は第 1 項の規定にもとづく表明・確約に関し

て虚偽の申告をしたことが判明した場合には、自己の責に帰すべき事由の有無を問わず、相

手方に対して何らの催告をすることなく本サービス利用契約を解除することができるもの

とします。         

     

4.      契約者及び当社は、前項により本サービス利用契約を解除した場合には、相手方に損

害が生じたとしてもこれを一切賠償する責任はないことを確認し、これを了承します。 

   

第 23 条（連絡・通知）         

本サービスに関する問い合わせその他契約者から当社に対する連絡又は通知、及び本規約

の変更に関する通知その他当社から契約者に対する連絡又は通知は、E メールその他当社の

定める方法で行うものとします。通知は、当社からの発信によってその効力が生ずるものと

します。         

           

第 24 条（地位の譲渡等）        

契約者及び当社は、相手方の書面による事前の承諾なく、本サービス利用契約上の地位又は

本規約に基づく権利若しくは義務の全部又は一部につき、第三者に対し、譲渡、移転、担保

設定、その他の処分をすることはできません。但し、株式譲渡若しくは事業譲渡又は合併、

会社分割その他の組織再編についてはこの限りではありません。   

           

第 25 条（分離可能性）         

1.       本規約のいずれかの条項又はその一部が無効又は執行不能と判断とされた場合であ

っても、当該判断は他の部分に影響を及ぼさず、本規約の残りの部分は、引き続き有効かつ

執行力を有するものとします。当社及び契約者は、当該無効若しくは執行不能とされた条項

又は部分の趣旨に従い、これと同等の効果を確保できるように努めるとともに修正された

本規約に拘束されることに同意するものとします。     

         

2.       本規約のいずれかの条項又はその一部が、ある契約者との関係で無効又は執行不能と

判断された場合であっても、他の契約者との関係における有効性等には影響を及ぼさない

ものとします。         

          

     

第 26 条（存続条項）         

本サービス利用契約が終了した場合でも、第 13 条（個人情報の取扱い）、第 16 条（損害賠



償）、第 17 条（機密保持）、第 18 条（知的財産権の帰属）、本条（存続条項）及び第 28 条

（準拠法及び合意管轄）は有効に存続するものとします。    

          

          

第 27 条（不可抗力）         

当社は、天災、法令・規則の制定・改廃、疫病・感染症の流行その他の不可抗力によって本

サービスの履行が妨げられた場合には、本サービス利用契約その他の一切の規定にかかわ

らず、かかる不可抗力によって契約者に生じた損害について一切の責任を負担しません。

           

第 28 条（準拠法及び合意管轄）        

本規約の準拠法は日本法とし、本規約に起因し又は関連する一切の紛争については、東京地

方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。    

          

第 29 条（協議解決）         

当社及び契約者は、本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑義が生じた場合には、互

いに信義誠実の原則に従って協議の上速やかに解決を図るものとします。  

  

第 30 条（Twitter 連携機能および外部サービス連携機能について）    

1.       Twitter については、そのサービスの利用に関し、Twitter サービス利用規約に従いま

す。トラブルが発生した場合、利用者又は第三者に損害が生じた場合であっても、当社は、

損害賠償その他一切の責任を負担致しません。      

2.       URL を指定した外部のサービスへの連携機能について、そのサービスの利用に関し、

サービス利用規約に従います。トラブルが発生した場合、利用者又は第三者に損害が生じた

場合であっても、当社は、損害賠償その他一切の責任を負担致しません。  

          

第 31 条（技術的サポートの内容・範囲）        

１．   当社は、次の項目の範囲内で、本サービスに関する技術的サポートに関し代理店（ル

ーム コンシェルジュ®パートナー）を通じて提供します。ただし、サービス種別、種類等に

よって、提供の範囲は異なる場合があります。       

(1)    本サービスの操作方法に関する事項        

(2)   本サービスの動作等における障害に関する事項      

         

２．当社が代理店に対して行う技術的サポートに、次の項目は含まれません。    

(1) 出張（オンサイト）・面会を伴うサポート業務       

(2) アプリケーションの直接的な設計、開発、デバッギング     

(3) 契約者の使用環境（ハードウェア・OS・ネットワーク）に関するサポート    



(4) 前項以外に関する問い合わせやサポート      

          

         

第 32 条（技術的サポートの提供方法等）        

１． 当社が代理店に対して提供する技術的サポートは、当社より開示されたメールアドレ

ス、電話番号を利用してのみ提供します。       

        

２． 技術的サポートの利用に際しては、契約会社名、質問者の氏名を告げる必要がありま

す。           

    

３． 当社は、契約者、代理店に事前に通知することなく、技術的サポートの内容の追加お

よび変更、廃止をすることができます。       

        

４． 技術的サポートの利用に必要な通信費は、契約者が負担するものとします。  

   

５． 技術的サポートを利用する際、契約者は、自ら代理店のサポート受付に連絡した上で、

要望するサポート内容、発生している症状･問題等についてできる限り詳しく説明すること

に努めるものとします。         

      

第 33 条（技術的サポートの提供時間）        

１． 技術的サポートの当社から代理店への提供時間は、平日の月曜日～金曜日の 10:00～

17:00 とします。 但し、当社はこの技術的サポート提供時間を変更することができます。

         

２． 技術的サポートは、年末年始、土日祝祭日のほか別途当社が定める休日は対象外とし

ます。          

    

          

          

    

附則          

          

    

          

          

2021 年 5 月 27 日 制定・施行       

        


